
対　象　非営利組織の運営に携わられている方
　　　　※非営利組織を担う人材の育成を目的とし
　　　　たものですが、参加資格は特に問いません。
期　間　2009年2月21日（土）、22日（日）
場　所　JICA横浜国際センター
　　　　　（〒231-0001 横浜市中区新港2-3-1）

定　員　30名（先着順）
費　用　3,000円（非営利組織スタッフは2,000円）
参加申込方法
本用紙裏面の申込欄に必要事項を記載の上、
FAX、E-MAIL（imai@kif.ac：今井）または郵送にて
2009年2月16日（月）正午必着でお申し込み下さい。

2009.2.21(sat)　 22(sun)

NPOとは何か？、市民社会とは何か？ー
その原点を問い直し、多様化する社会を「担い手」としてどのように導くかー
「講演」と「ディスカッション」を通して、その未来像を考え、構築する。

NPO・市民社会の未来を築く

　SESSION １　NPO10年のレビュー～市民性創造再考～

　NPO法が施行されて10年になる。本セッションでは、NPO法の成立前夜から現在までの歴史および、
日本の市民社会の変遷について学び、市民社会創造のために今後、NPOが目指すべき道筋を議論する。
講　師：田中弥生（独立行政法人　大学評価・学位授与機構　准教授）

　　　　　　　　　　　　　SESSION ２　NPOを哲学しよう～進むべき道を探る～ 　

　公共哲学では、公共を「政府の公」、「私的領域」、「民（人々）の公共」に分類している。NPOは「民の
公共」の担い手として市民社会の構築に寄与している。本セッションでは、近年、曖昧化している公共領域に
ついて議論する。
講　師：山脇直司（東京大学　大学院総合文化研究科　教授）

　　SESSION ３　真のパートナーシップとは～英国のNPOを事例に～ 　

　海外ではNPOに通じた資源再配分システムが数多く構築されている。例えば、英国では自治体やNPOなどが協働で
「地域戦略パートナーシップ」を形成し、自治を行っている。本セッションでは、パートナーシップのあり方を学び、
市民社会について議論する。

SESSION ４　日本のNPO支援システムの変遷と課題～神奈川県を事例に～ 　

　本セッションでは、日本におけるNPOの支援システム、特に神奈川県の事例を中心に、市民活動の
歴史や支援システムについて学び、今後、日本のNPOが進むべき具体的な方向性について議論する。
講　師：川崎あや（横浜市市民活動支援センター　事務局長）

主催　財団法人かながわ国際交流財団、神奈川県　
協力　特定非営利活動法人まちづくり情報センターかながわ、横浜市市民活動支援センター運営委員会

コーディネーター
藤枝香織：特定非営利活動法人まちづくり情報センターかながわ（アリスセンター）　事務局長    1日目
鈴木健一：認定NPO法人神奈川子ども未来ファンド　理事　　　　　　　　　　　　　　　　 　  2日目

かながわ非営利組織セミナー

講　師：塚本一郎（明治大学　経営学部　教授、特定非営利活動法人まちづくり情報センターかながわ　理事長）



プログラム
　2月21日（土）　

09：30　開　会
09：45　セッション１
　　　　・講演：1時間
　　　　　・ディスカッション：1時間
11：45　昼　食
13：00　アイスブレイキング
13：30　セッション２
　　　　・講演：1時間
　　　　　・ディスカッション：1時間
15：30　コーヒーブレイク
16：00　1日目ふりかえり
16：30　終　了

2月22日（日）
09：30　集　合
09：45　セッション３
　　　　・講演：1時間
　　　　　・ディスカッション：1時間
11：45　昼　食
13：00　セッション４
　　　　・講演：1時間
　　　　　・ディスカッション：1時間
15：00　コーヒーブレイク
15：30　全体ふりかえり
16：00　閉　会
16：15　解　散

「かながわ非営利組織実務家養成セミナー」申込書
FAX：046-858-1210（2009年2月16日（月）正午必着）

お名前（ふりがな）

住　所

電話番号/FAX

E-MAIL

会場案内
（１）ＪＲ桜木町駅、ＪＲ関内駅から徒歩１５分。 
（２） みなとみらい線 馬車道駅から徒歩１０分。

お問合せ／お申込
財団法人かながわ国際交流財団　
湘南国際村学術研究センター
〒240-0198　神奈川県葉山町湘南国際村
FAX：046-858-1210　
E -MAIL： imai@ki f .ac　
TEL：046-855-1822（担当：今井、中西）
URL：ht tp ://www.k - i -a .or. jp/

所属

講師略歴

田中弥生（たなか　やよい）
国際公共政策博士。独立行政法人大学評価・学位授与機構准教授。
財務省財政制度審議会臨時委員。外務省ODA評価委員。東京大学
工学系研究科客員教授、国際協力銀行評価室参事役等を経て現在に
至る。日本、東アジア、東南アジア、南部アフリカ、中欧の非営利
組織の支援、研究を行う。その過程で非営利組織の評価に関心を抱
き学び始める。現在はODAや政策評価などにも着手している。

山脇直司（やまわき　なおし）
一橋大学経済学部卒業。上智大学大学院哲学研究科修士課程修了の
のち、ミュンヘン大学にて哲学博士号を取得。現在、東京大学大学
院総合文化研究科国際社会学専攻教授。専門は公共哲学。著書に
『社会とどうかかわるか』（岩波ジュニア親書）、『公共哲学とは
何か』（ちくま親書）、『グローカル公共哲学ー「活私開公」の
ヴィジョンのために』（東京大学出版）など多数。

川崎あや（かわさき　あや）
中央大学法学研究科博士前期課程修了。地域政治学を専攻。
1988年、神奈川県内の市民活動を支援する「まちづくり情報セン
ターかながわ」の設立に関わる。1995年から2006年まで同事務局
長。2006年6月より横浜市市民活動支援センターに事務局次
長。2008年4月より同事務局長。（特活）ふじさわNPO連絡会代
表理事。（特活）神奈川子ども未来ファンド副理事長。（特活）
びーのびーの理事。（特活）ふるさとホーム瀬谷。

塚本一郎（つかもと　いちろう）
明治大学経営学部教授。専攻は非営利組織論、社会企業論。
主な著書として、『NPOと新しい社会デザイン』（編著、同文舘
出版）、『イギリス非営利セクターの挑戦』（編著、ミネルヴァ
書房）、『ソーシャル・エンタープライズー社会貢献をビジネス
にする』（編著、丸善）など。現在、主に日英米の非営利セク
ターと社会的企業の国際比較に取り組んでいる。IRSPM（国際公
共経営学会）理事、日本NPO学会理事。

/


